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公益財団法人 朝鮮奨学会 

2025年度事業報告書 

2025年4月1日～2026年3月31日 

 

要 旨 

 

奨学金給付事業において、募集人数は大学･大学院生880名、高校生750名とした。応募総数は、

前年度より4名減の1,723名（大学・大学院生1,163名、高校生560名）で、高校生の応募者は2013

年度から13年連続で募集人数を下回った。 

採用者数は前年度より3名増の合計1,421名（大学・大学院生894名、高校生527名）となり、年

間の奨学金給付額は3億5,227万円となった。 

収益事業において、不動産賃貸事業収益は前年度に比べて374万円減となった。収益事業等会

計における経常収益は11億5,935万円、経常費用は5億8,044万円で、経常増減額は5億7,891万円

の増となった。 

公益目的事業会計、収益事業等会計、法人会計を合算した一般正味財産増減額は7,516万円の

減である。 

 

【Ⅰ】奨学金給付と学生支援及び学術奨励事業（公益目的事業１） 

 
 

１．奨学金給付事業 

 

１）奨学生募集 

・募集対象：日本の高校・大学・大学院の正規課程に在学する韓国人・朝鮮人学生 

・募集期間：[高校]4月10日(木)～5月12日(月)   

[大学]継続生 4月4日(金)～4月25日(金) 新規生 4月10日（木）～5月12日（月） 

・2025年 3 月に、奨学生募集要項を下表の宛先に送付するとともに、ホームページ及び本会

会報誌「セフルム」に掲載した。 

 

 

・同胞団体の各都道府県本部および主要支部その他に広報ポスター各 1枚・チラシ各 10枚を

送付した（942件）。 

・奨学生種類別に下表の給付金額、人数で募集を行った。 

    

 

 

 

 

 

 

 

月額(円) 人数 支給予定額(円)

10,000 750 90,000,000

25,000 770 231,000,000

修士・専門職過程 40,000 60 28,800,000

博士課程 70,000 50 42,000,000

1,630 391,800,000

大学院奨学生

奨学生の区分

高等学校奨学生

大学奨学生

合計

大学 高等学校等 中学校 教育委員会等 民族団体等 計

762 5,762 277 226 517 7,544
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２）奨学生選考 

・書類審査及び面接を実施し、奨学生選考委員会（第1次：5月30日、第2次：7月4日）の審査

を経て第286回臨時理事会（書面決議・7月8日）において選考結果が承認された。 

・応募・採用状況は下表のとおりであった。 

【奨学生種類別の応募･採用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【継続･新規別の応募･採用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 応募者 採用者 採用率

当年度 560名 527名 94.1%

前年度 556名 523名 94.1%

増減 +4名 +4名 +0.0pt

当年度 991名 773名 78.0%

前年度 1,019名 778名 76.3%

増減 -28名 -5名 +1.7pt

当年度 141名 101名 71.6%

前年度 126名 98名 77.8%

増減 +15名 +3名 -6.1pt

当年度 31名 20名 64.5%

前年度 26名 19名 73.1%

増減 +5名 +1名 -8.6pt

当年度 1,723名 1,421名 82.5%

前年度 1,727名 1,418名 82.1%

増減 -4名 +3名 +0.4pt

合 計

奨学生の区分

高等学校奨学生

大学奨学生

大学院奨学生

修士・専門職課程

博士課程

継続･新規 応募者 採用者 採用率

継続 325名 300名 92.3%

新規 235名 227名 96.6%

継続 461名 402名 87.2%

新規 530名 371名 70.0%

継続 45名 45名 100.0%

新規 96名 56名 58.3%

継続 6名 6名 100.0%

新規 25名 14名 56.0%

継続 837名 753名 90.0%

新規 886名 668名 75.4%

計 1,723名 1,421名 82.5%

奨学生の区分

高等学校奨学生

大学奨学生

大学院

奨学生

修士・専門職課程

博士課程

合 計
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○ 高校奨学生 採用者内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大学･大学院奨学生 採用者内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男 女
韓

国

朝

鮮

全

日

制

定

時

制

通

信

制

専

攻

科

１

年

２

年

３

年

４

年

５

年

普

通

理

数

商

業

工

業

農

業

水

産

家

庭

芸

術

保

体

国

際

総

合

そ

の

他

高等学校

(公立)
172校 242 117 125 233 9 236 6 0 0 80 63 99 0 0 160 3 6 1 0 0 0 2 0 31 15 24

高等学校

(私立)
198校 262 131 136 261 6 258 0 9 0 80 86 101 0 0 222 0 2 0 0 0 0 3 0 18 8 14

高等専門学校 7校 13 13 0 13 0 0 0 0 13 4 2 3 2 2 0 0 0 13 0 0 0 0 0 0 0 0

特別支援学校 5校 5 4 1 4 1 5 0 0 0 0 3 2 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

合計 382校 522 265 262 511 16 499 6 9 13 164 154 205 2 2 385 3 8 14 0 0 0 5 0 49 23 40

学年 科

学校種別
合

計

性別 国籍 課程

 

1
年

韓
国

朝
鮮

国立大学 　  64校 215 137 78 71 135 9 16 62 4 15 4 51 7 5 25 34 32 35 3 4 21 22 66 21 3

公立大学　   26校 60 28 32 12 45 3 0 8 0 0 2 3 1 2 9 13 10 18 2 0 4 20 17 8 3

私立大学　 182校 611 263 348 84 503 24 4 23 4 3 13 8 1 6 133 155 141 133 10 8 142 233 83 63 59

短期大学　    7校 7 0 7 2 5 0 － － － － － － － － 3 4 0 － － － 1 1 1 2 2

高専専攻科　 1校 1 0 1 0 1 0 － － － － － － － － － － 1 0 － － 1 0 0 0 0

合　計　 280校 894 428 466 169 689 36 20 93 8 18 19 62 9 13 170 206 184 186 15 12 169 276 167 94 67

修
士

専
門
職

人
文

性別 国籍等
大学院生
課程別

大学院生
系統別

男 女 留
学
生

特別永

住者等

博
士

医
歯
薬

医
歯
薬

体
芸
家

学部生
学年別

学部生
系統別

体
芸
家

大学院生合計 121 学部生合計 773

2
年

3
年

4
年

5
年

6
年

人
文大学種別

合
計

社
会

自
然

社
会

自
然
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３）奨学金給付 

・奨学金は年３回、奨学生個人のゆうちょ銀行口座に４カ月分ずつ振り込んだ。 

３回の振込時期は、それぞれ7月～8月、11月、3月である。 

・年間の奨学金給付総額は3億5,227万円(前年度3億5,166万円 61万円増）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用者数 年額合計 支給額 年額合計

博士 20名 19名 ¥15,960,000

修士・専門職 101名 99名 ¥46,320,000

学部 773名 764名 ¥227,300,000

高等学校 509名 505名

高等専門学校 13名 13名

特別支援学校 5名 5名

¥360,420,0001,421名

¥62,690,000

¥352,270,000

採用時予定額 実支給額

内訳

大学

大学院
894名 ¥297,180,000 882名 ¥289,580,000

支給人数

1,405名合計

高校 527名 ¥63,240,000 523名
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２．学生支援事業 

 

１）年間行事 

     奨学生相互の交流と親睦、知識教養の向上のため以下の行事を行った。 

◇行事開催地域（都道府県）について 

        本部：東京、神奈川、千葉、埼玉（茨城、栃木、群馬・参加自由） 

        関西：大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和歌山 

        東海：愛知、三重、岐阜 

        福岡：福岡、山口西部（大分、佐賀・参加自由） 

 

①高校奨学生歓迎会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②大学・大学院奨学生歓迎会 

地域/対象者数 日 時 会 場 参加者数 

本部 

377名 

７月26日(土) 

14:00～16:00 

ビジョンセンター 

新宿マインズタワー  

13階 1301B号室 

234名（62.1%） 
※２名関西参加 

+地方５名（26.3%） 

関西 

302名 

７月27日(日) 

14:00～16:00 

此花会館 

大ホール 

190名（62.9%） 
+本部２名 

＋地方１名 

 

  ③第 51回高校奨学生サマーキャンプ 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

地域 開催日 会場 対象者 出席数 出席率

関東 6月28日(土)
コンフォート新宿

Room A＋B
186名 82名 44.1%

関西 7月6日(日) 此花会館 大ホール 192名 104名 54.2%

東海 7月5日(土)
名駅モリシタ名古屋駅東口店

7階 第4会議室
31名 17名 54.8%

福岡 7月7日(日)
TKP小倉駅前

カンファレンスセンター第3会議室
32名 15名 46.9%

441名 218名 49.4%合計

対象者 全高校奨学生 参加費 5,000円

開催日 7月29日(火)～8月1日(金) 場  所 斑尾高原ホテル（長野県飯山市）

参加者

主な内容

高校奨学生 64名  大学奨学生スタッフ 13名

①学習：映画鑑賞、民族楽器体験、母国語学習、歌

②班の活動：班討論・感想発表

③レクリエーション：ゲーム大会、ジップラインアドベンチャー

                                      バーベキュー、キャンプファイヤー
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④講演会（大学・大学院奨学生対象） 

地域/対象者数 日時・会場・講師・演題 参加者数 

本部 

365名 

日時：11月８日(土) 14:00～16:00 

会場：東医建保会館 大ホール 

講師：岡本厚さん 

（ジャーナリスト、元岩波書店代表取締役社長・本会評議員） 

演題：「敗戦 80年」と「解放 80年」 

－東アジア近代史の中で考える－ 

質疑応答(10分) 感想文提出 

150名 

+地方５名 

(41.1%) 

関西 

299名 

日時：10月 25日(土) 15:00～17:00 

会場：ＴＫＰガーデンシティ PREMIUM大阪梅田新道 ホール３B 

講師：内田樹さん（神戸女学院大学名誉教授・合気道凱風館主宰） 

演題：「現実世界と向き合う知性の在り方」 

質疑応答(10分) 感想文提出 

123名 

(41.1%) 

 

  ⑤秋の交流会 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑥大学奨学生懇談会 

地域 開催日 会場 出席数(出席率) 

本部 12月4日(木)～10日(水) 朝鮮奨学会ホール 199名(59.2％) 

関西 11月27日(木)～30日(日) アットビジネスセンター大阪梅田 158名(58.7％) 

合計 357名(59.0％) 

 

 

 

 

 

 

 

地域 開催日 場所 出席率

関東

（高校のみ）
9月20日㈯

朝鮮奨学会ホール

料理体験
28.0%

関西

（高校のみ）

9月23日

(火・祭日)
心斎橋サンボウル 16.1%

高校 12名 38.7%

大学 17名 43.6%

高校 7名 21.9%

大学 27名 54.0%

出席数

53名

31名

9月28日㈰
ガラス教室ちよの名駅店

ｿﾙﾄｳｫｰﾀｰﾍﾞｲﾃﾞｲﾋﾞｯﾄﾏｲﾔｰｽﾞ
東海

福岡 9月28日㈰ ラウンドワン福岡天神店
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  ⑦第 45回ウリ高校奨学生文化祭 

開催日時 12月21日(日) 午後2時 開演 3時30分 閉演 

会場 大阪府立男女共同参画青少年センター（ドーンセンター） 

出演者 
34名（高校奨学生30名、非奨学生4名） 

奨学生有志 4地域（関東、関西、東海、福岡） 

観覧者 314名（高校生86名 大学生91名 教育関係者10名 親類65名 一般・その他62名） 

主な演目 
合唱、独唱、弁論、舞踊 

楽器演奏等（プンムルノリ、トランペット演奏） 

 

  ⑧高校奨学生 卒業生歓送会 

地域 開催日 会場 出席数(出席率) 卒業生 

関東 １月 31日(土)  
ビジョンセンター新宿 

マインズタワー12階 
104名(56.2％) 36名 

関西 ２月７日(土) ツイン 21MIDタワー8会議室 65名(34.2％) 27名 

東海 ２月８日(日) 
ソルトウォーター バイ デイ

ビッドマイヤーズ 
16名(51.6%) 6名 

福岡 ２月８日(日) 華州苑 小倉 19名(59.4%) 5名 

合計 204名(46.6%) 74名 

 

  ⑨大学･大学院奨学生 卒業生歓送会（本部・関西で母国語発表会を実施） 

地域 開催日 会場 出席数（出席率） 卒業生 

本部 ２月１日(日) 
ビジョンセンター新宿マイン
ズタワー1301A・B 

163名(44.9%) 
院生１名 
学部26名 

関西 ２月７日(土) ツイン 21MIDタワー8会議室 145名(48.5%) 
院生６名 
学部15名 

東海 ２月８日(日) 
ソルトウォーター バイ デイ
ビッドマイヤーズ 

14名(37.8%) 
院生１名 
学部１名 

福岡 ２月11日(火) 華州苑 小倉 29名(59.2%) 
院生４名 
学部６名 

合計 351名(46.9%) 
院生12名 
学部48名 

 

  ⑩オンライン母国語講座（対象：全国、基礎・初級） 

 

 日時 申込 1日目 2日目 

夏期 
８月23日(土)・24日(日) 

10:00～11:40 (40分2コマ) 

14名 

(大8 高6) 

9名 

(大5 高4) 

11名 

(大6 高5) 

春期 
３月22日(土)・23日(日) 

10:00～11:40 (40分2コマ) 

7名 

(大3 高4) 

4名 

(大1 高3) 

5名 

(大1 高4) 
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２）会報誌「セフルム」32号 発刊 

本財団事業の広報と奨学生の教養向上のため、年１回の会報誌を発刊している。 

発刊日 2026年3月10日(火) 発行部数 11,000部（前号と同数） 

体裁 Ｂ５判 本文72ページ 編集・発行 公益財団法人朝鮮奨学会 

送付先 

大学奨学生 866、高校奨学生 522 

全国の大学 683、全国の高校 5,771、同胞多住地域の中学校 277 

教育委員会等 226、各種団体、他 1,159（合計9,504） 

※他に2026年度の新規採用奨学生に送付予定 

主な記事 

・年間行事 

・講演会要旨 

・わが国の世界遺産 

・奨学生作品紹介 

・歴史探訪 

・本の紹介 

 

３）図書室の運営 

     事務所の移転（新宿ビル 9階から 1階）に伴い図書室の運営を中断し、書庫の整理を行

った。 

 

４）その他 

①民族楽器・衣装の貸出は無かった。 

  ②2025年 11月 17日にリニューアルしたホームページをオープンした。 
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３．学術奨励事業 

 

大学院奨学生の学術交流を図るため、研究紹介を行った。 

地域/対象者数 日時・場所 発表者 参加者数 昨年度 

本部 

47名 

12月７日(日)14:00～16:30 

朝鮮奨学会 ホール 
４名 ２２名(44.7%) ２１名(45.7%） 

関西 

30名 

11月 30日(日)14:00～16:30 

アットビジネスセンター大阪梅田 
５名 １８名(53.3%) １６名(50.0％)  

 

【研究紹介題目と発表者】 

本

部 

①『月経前症状に関する研究』 

横浜市立大学 医学研究科 看護学専攻 修士課程２年 

②『理由の冒険：マイケル・デラ・ロッカのラディカル一元論』 

東京大学 総合文化研究科 超域文化科学専攻 修士課程２年 

③『ロールシャッハ法を用いた無自覚な依存性を持つ人のパーソナリティの検討』 

上智大学 総合人間科学研究科 心理学専攻 修士課程２年 

④『Is Aid for Trade merely a trade enabler, or a strategic lever  

for attracting foreign investment?』 

早稲田大学 アジア太平洋研究科 国際関係学専攻 博士課程２年 

関

西 

①『オルソミクソウイルス科におけるゲノムパッケージング機構の解析』 

京都大学 生命科学研究科 総合生命科学専攻 修士課程１年 

②『岩床上の混合粒径土砂移動に関する研究』 

  広島大学 先進理工系科学研究科 先進理工系科学専攻 修士課程１年 

③『妨訴抗弁の局面における仲裁適格の準拠法決定について』 

同志社大学 法学研究科 私法学専攻 修士課程２年 

④『アメリカザリガニによる淡水性二枚貝類に対する捕食』        

岡山大学 環境生命自然科学研究科 環境生命自然科学専攻 博士課程２年 

⑤『線と面の表現 — 制作と研究の接点』 

京都芸術大学 芸術研究科 芸術専攻 博士課程２年 
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【参考】公益事業費と奨学生採用者数の推移 
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【Ⅱ】法人業務 

 

１．理事会・評議員会等 

 

1）第285回通常理事会（2025年6月6日） 

議題：議案） 

第一号議案 2024年度事業報告書及び決算書案の承認の件 

原案通り承認 

第二号議案 第156回定時評議員会の招集の件 

日時：2025年6月21日(土) 

場所：(公財)朝鮮奨学会 会議室 

議題：①2024年度事業報告書及び決算書案の承認の件 

②定款および規定改定の件 

原案通り承認 

第三号議案 定款および規程改定の件 

1．報酬について 

1）定款 

        2）役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程 

2．役員及び評議員の定年並びに任期に関する規程 

3．公印規程 

4．育児・介護休業等に関する規程 

原案通り承認 

その他 

 

2）第156回定時評議員会 (2025年6月21日) 

    議題：議案） 

第一号議案 2024年度事業報告書及び決算書案の承認の件 

原案通り承認 

     第二号議案 定款および規程改定の件 

           原案通り承認 

その他 

 

3）第286回臨時理事会（2025年7月12日）※「決議の省略」の方式 

議題：議案） 

第一号議案 2025年度奨学生選考結果承認の件 

          原案通り承認 
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4）第287回通常理事会（2026年3月6日） 

議題：議案） 

   第一号議案  2026年度事業計画書及び収支予算書等の承認の件 

           原案通り承認 

第二号議案 第157回臨時評議員会の招集の件 

日時：2026年3月21日(土) 午後２時～午後４時 

場所：(公財)朝鮮奨学会ホール 

議題：第一号議案 2026年度事業計画書及び収支予算書等の承認の件 

その他 

         原案通り承認 

第三号議案 「規程改定の件」の件 

               1. 給与規程の改定（職員に対する教育手当の新設） 

2. 公益充実資金等取扱規程の新設 

3. 特定費用準備資金取扱規程の廃止 

             原案を一部修正の上、承認 

第四号議案 「不動産の運用に関する小委員会」の設立の件 

            原案通り承認 

その他    「応募資格と名称」問題についての議論のまとめ 

 

 5）第157回臨時評議員会（2026年3月21日） 

    議題：議案） 

第一号議案 2026年度事業計画書及び収支予算書等の承認の件 

             原案通り承認 

その他   ①第287回通常理事会 承認事項 

            ②「応募資格と名称」問題についての議論のまとめ 
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２．組織及び人事（2026年 3 月 31 日現在） 

 

１）評議員・役員 

 定数 現在数 常勤 非常勤 

評議員 10～15名 12名 0名 12名 

理事 5～10名 6名 4名 2名 

監事 2名 2名 0名 2名 

 

評議員（就任順） 

氏名 就任(初任) 主な経歴 

李 成 市 2006年3月18日 早 稲 田 大 学 教 授 

金 舜 植 2008年3月22日 弁 護 士 

呉 圭 祥 2017年6月17日 朝 鮮 大 学 校 教 授 

車 龍 和 2018年6月23日 公 認 会 計 士 

李 大 国 2019年3月21日 会 社 役 員 

崔 宗 樹 2019年3月21日 弁 護 士 

吉 田 光 男 2024年6月22日 東京大学名誉教授・放送大学名誉教授 

岡 本  厚 2024年6月22日 岩 波 書 店 代 表 取 締 役 

深 川 由 起 子 2024年6月22日 早 稲 田 大 学 教 授 

鄭 日 究 2024年6月22日 税 理 士 

李 修 京 2024年6月22日 東 京 学 芸 大 学 教 授 

伊 地 知 紀 子 2024年6月22日 大 阪 公 立 大 学 教 授 

 

役員 

役名 氏名 就任(初任) 主な経歴 

理事 代表理事 申 敏 浩 2022年 6月 17日 民 族 団 体 職 員 

理事 代表理事 朴 相 泓 2024年 6月 22日 韓国民団中央本部事務副総長 

理事 非 常 勤 伊 藤 亞 人 2024年 6月 22日 東 京 大 学 名 誉 教 授 

理事 非 常 勤 田 代 和 生 2024年 6月 22日 慶 應 義 塾 大 学 名 誉 教 授 

理事 常務理事 曺 壽 隆 2020年 6月 19日 法 人 役 員 

理事 常務理事 許 哲 2024年 6月 22日 朝 鮮 大 学 校 教 授 

監事 非 常 勤 張 界 満 2012年 9月 2日 弁 護 士 

監事 非 常 勤 李 春 熙 2018年 6月 23日 弁 護 士 

 



 

14 

 

２）顧問(非常勤) 6名 

氏名 就任(初任) 備考 

具 文 浩 2008年 元 代 表 理 事 

宋 台 植 2010年 元 代 表 理 事 

李 隆 珩 2016年 元 常 務 理 事 

金 鎭 禹 2019年 元 代 表 理 事 

權 清 志 2024年 元 代 表 理 事 

 

３）奨学生選考委員(外部委嘱学識経験者) 3名 

氏名 就任(初任) 主な経歴 

曺 基 哲 2008年 お茶の水女子大学教授 

早 乙 女 雅 博 2009年 東 京 大 学 教 授 

柳 赫 秀 2013年 横 浜 国 立 大 学 教 授 

 

４）職員 12名(常勤) 
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３．法人の運営体制の充実を図るための取組 

 

１）外部理事を日本の大学教授、監事を弁護士から選任している。また、法令に基づき、監事が

常勤理事の職務の執行状況を監査し、監査報告書を作成・提出（５月）しており、理事会・評

議員会の度に常勤理事の職務執行状況について報告している。 

 

２）役員の選任及び解任方法などにおいて、理事などが実質的な影響力を行使できないよう、

役員等候補選出委員会を常勤理事２名、外部理事１名、評議員 6 名の計９名（朝鮮側、韓国

側、日本側の各サイド３名）で構成している。 

 

４.「奨学金応募資格」と「名称」問題について 

 

１）「奨学金応募資格」に関する要望書が届いた。 

 

 朝鮮大学校学長、朝鮮高級学校校長会会長（東京朝鮮中高級学校校長）連名「民族学校学生・

生徒への奨学生応募資格を求める要望書」（2025年5月20日受付） 

 

２）「応募資格と名称」問題についての議論のまとめを報告資料として作成し、理事会及び評議

員会に提示した。 

 

５．不動産運用問題について 

 

１）「不動産運用に関する小委員会」の設立について理事会の承認を得た。 

 

２）新宿本館ビルと代々木別館ビルの今後の在り方について継続的に協議した。 

 

６．その他 

 

１）大学研究者の協力の下、本会歴史資料のデジタルアーカイブ化事業を進めた。 

 

２）スポーツおよび文化活動に関する全国大会に出場した民族学校学生(団体・個人)に祝賀金

を伝達した。  
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【Ⅲ】事業報告の附属明細書 

 

2025年度事業報告には，「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34条第

3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」に該当する事項なし。 
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公益財団法人 朝鮮奨学会 

2025年度決算書 

2025年4月1日～2026年3月31日 

 



(単位：円）

Ⅰ資産の部

１．流動資産

現金預金 401,233,163 445,482,269 △ 44,249,106

未収金 36,073,234 36,486,792 △ 413,558

前払金 2,361,333 139,863 2,221,470

貯蔵品 733,252 666,484 66,768

流動資産合計 440,400,982 482,775,408 △ 42,374,426

２．固定資産
(1) 基本財産
土地 227,499,388 227,499,388 0
定期預金 566,463,140 566,463,140 0
投資有価証券 200,000,000 200,000,000 0
基本財産合計 993,962,528 993,962,528 0

(2) 特定資産
退職給付引当資産 87,796,786 61,166,073 26,630,713
建替時奨学事業等積立資産 682,142,856 624,142,856 58,000,000
減価償却引当資産 934,180,894 934,180,894 0
預り敷金引当資産 792,899,284 773,516,956 19,382,328
特定資産合計 2,497,019,820 2,393,006,779 104,013,041

(3) その他の固定資産
建物 763,479,877 819,808,218 △ 56,328,341
建物附属設備 182,976,849 194,920,010 △ 11,943,161
構築物 802,127 1,003,009 △ 200,882
機械装置 1 1 0
什器備品 2,387,422 3,697,735 △ 1,310,313
ソフトウェア 557,200 796,000 △ 238,800
投資有価証券 4,632,221 6,267,122 △ 1,634,901
電話加入権 1,132,212 1,132,212 0
出資金 5,000 5,000 0
敷金・保証金 540,000 540,000 0
長期前払費用 202,000 826,160 △ 624,160
他会計勘定 52,292,547 52,292,547 0
その他固定資産合計 1,009,007,456 1,081,288,014 △ 72,280,558

固定資産合計 4,499,989,804 4,468,257,321 31,732,483
資産合計 4,940,390,786 4,951,032,729 △ 10,641,943

Ⅱ負債の部
１．流動負債

未払金 19,218,718 22,290,690 △ 3,071,972
前受金 103,048,607 99,866,793 3,181,814
未払法人税等 97,802,400 17,207,300 80,595,100
未払消費税等 8,449,900 12,353,700 △ 3,903,800
預り金 2,074,531 2,310,084 △ 235,553

流動負債合計 230,594,156 154,028,567 76,565,589

２．固定負債
長期借入金 39,070,000 79,870,000 △ 40,800,000
他会計勘定 52,292,547 52,292,547 0
退職給付引当金 59,351,203 54,711,859 4,639,344
役員退職引当金 11,188,589 6,454,214 4,734,375
預り敷金・保証金 924,404,204 905,021,876 19,382,328

固定負債合計 1,086,306,543 1,098,350,496 △ 12,043,953
負債合計 1,316,900,699 1,252,379,063 64,521,636

Ⅲ正味財産の部
１．指定正味財産

土地受贈益 199,879,388 199,879,388 0
受取寄付金 200,000,000 200,000,000 0

指定正味財産合計 399,879,388 399,879,388 0
(うち基本財産への充当額) (399,879,388) (399,879,388) (         0)
(うち特定資産への充当額) (          0) (          0) (         0)

２．一般正味財産 3,223,610,699 3,298,774,278 △ 75,163,579
(うち基本財産への充当額) (594,083,140) (594,083,140) (         0)
(うち特定資産への充当額) (1,616,323,750) (1,558,323,750) (58,000,000)

正味財産合計 3,623,490,087 3,698,653,666 △ 75,163,579
負債及び正味財産合計 4,940,390,786 4,951,032,729 △ 10,641,943

増減

貸　　借　　対　　照　　表

2026年(令和8年）3月31日現在

科　　　　目 当年度 前年度



（単位：円）

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現金預金 11,317,764 386,179,814 3,735,585 401,233,163
未収金 36,073,234 36,073,234
前払金 2,361,333 2,361,333
貯蔵品 733,252 733,252
他会計勘定 123,083,502 △ 123,083,502 0

流動資産合計 12,051,016 545,336,550 6,096,918 △ 123,083,502 440,400,982

２．固定資産

(1) 基本財産

土地 14,111,485 212,848,229 539,674 227,499,388
定期預金 566,463,140 566,463,140
投資有価証券 200,000,000 200,000,000

基本財産合計 780,574,625 212,848,229 539,674 0 993,962,528
(2) 特定資産

退職給付引当資産 74,945,939 5,294,560 7,556,287 87,796,786
建替時奨学事業等積立資産 682,142,856 682,142,856
減価償却引当資産 934,180,894 934,180,894
ﾋﾞﾙﾘﾆｭｰｱﾙ引当資産 0
預り敷金引当資産 792,899,284 792,899,284

特定資産合計 757,088,795 1,732,374,738 7,556,287 0 2,497,019,820

(3) その他の固定資産

建物 45,497,468 716,195,576 1,786,833 763,479,877
建物附属設備 12,291,490 169,946,246 739,113 182,976,849
構築物 56,630 743,331 2,166 802,127
機械装置 1 1
什器備品 1,774,956 415,914 196,552 2,387,422
ソフトウェア 557,200 557,200
投資有価証券 4,632,221 4,632,221
電話加入権 1,132,212 1,132,212
出資金 5,000 5,000
敷金・保証金 540,000 540,000
長期前払費用 202,000 202,000
他会計勘定 52,292,547 52,292,547

その他固定資産合計 117,884,524 888,398,268 2,724,664 0 1,009,007,456

固定資産合計 1,655,547,944 2,833,621,235 10,820,625 0 4,499,989,804

資産合計 1,667,598,960 3,378,957,785 16,917,543 △ 123,083,502 4,940,390,786

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

未払金 1,177,397 18,041,321 19,218,718
前受金 103,048,607 103,048,607
未払法人税等 97,802,400 97,802,400
未払消費税等 8,449,900 8,449,900
預り金 2,074,531 2,074,531
他会計勘定 112,083,502 11,000,000 △ 123,083,502 0

流動負債合計 115,335,430 238,342,228 0 △ 123,083,502 230,594,156

２．固定負債

長期借入金 39,070,000 39,070,000
他会計勘定 52,292,547 52,292,547
退職給付引当金 51,511,991 4,175,701 3,663,511 59,351,203
役員退職引当金 8,950,871 1,118,859 1,118,859 11,188,589
預り敷金・保証金 924,404,204 924,404,204

固定負債合計 60,462,862 1,021,061,311 4,782,370 0 1,086,306,543

負債合計 175,798,292 1,259,403,539 4,782,370 △ 123,083,502 1,316,900,699

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

土地受贈益 14,111,485 185,228,229 539,674 199,879,388
受取寄付金 200,000,000 200,000,000

指定正味財産合計 214,111,485 185,228,229 539,674 0 399,879,388
（うち基本財産への充当額） (214,111,485) (185,228,229) (539,674) (399,879,388)
（うち特定資産への充当額） (          0) (          0) (      0) (          0)

２．一般正味財産 1,277,689,183 1,934,326,017 11,595,499 3,223,610,699
（うち基本財産への充当額） (566,463,140) (27,620,000) (      0) (594,083,140)
（うち特定資産への充当額） (682,142,856) (934,180,894) (      0) (1,616,323,750)

正味財産合計 1,491,800,668 2,119,554,246 12,135,173 0 3,623,490,087

負債及び正味財産合計 1,667,598,960 3,378,957,785 16,917,543 △ 123,083,502 4,940,390,786

法人会計 内部取引等消去 合  計公益目的事業会計 収益事業等会計

貸　借　対　照　表　内　訳　表
2026年(令和8年)3月31日現在

科　　　　目



１．重要な会計方針

(1) 投資有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券

　償却原価法によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法について

貯蔵品 最終仕入原価法による原価基準によっている。

(3) 固定資産の減価償却について

有形固定資産

建物

建物附属設備

構築物 定率法によっている。

機械装置 定率法によっている。

什器備品 定率法によっている。

ソフトウエア 定額法によっている

(4) 引当金の計上基準について

役員退職引当金 内規に基づく期末要支給額に相当する金額を計上している。

退職給付引当金 期末退職給与の自己都合による要支給額に相当する金額を計上している。

(5) 消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

土地

定期預金

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

建替時奨学事業等積立資産

減価償却引当資産

預り敷金等引当資産

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

7,605,122

129,420,778

25,407,737

792,899,284

0

682,142,856

934,180,894

129,420,778

58,000,000

227,499,388

00

0

566,463,140

227,499,3880

200,000,000

566,463,140 0

小　　計

合　　計

993,962,528

61,166,073

2,393,006,779

773,516,956

財務諸表に対する注記

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額

定率法によっている。なお、平成10年4月1日以降に取得した建物は定額法
によっている。

200,000,000

定率法によっている。なお、平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備
は定額法によっている。

小　　計

934,180,894 1,333,239 1,333,239

624,142,856

0

87,796,786

0

当期末残高

16,469,376

当期減少額

0

34,235,835

993,962,528

35,851,704

3,386,969,307

2,497,019,820

25,407,737 3,490,982,348



基本財産

土地

定期預金

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

建替時奨学事業等積立資産

減価償却引当資産

預り敷金等引当資産

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

５.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

（単位：円）

６.引当金の明細

引当金の内訳並びに当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

-26,108,335

11,188,589

期首残高

3,338,966,439

種類及び銘柄

　MUFG証券

　三菱UFJフィナンシャルグループ社債

合　　計

0

その他

509,398,335 483,290,000

帳簿価額

306,948,333

100,000,000

時価

290,580,000

99,940,000

評価損益

-16,368,333

-60,000

-9,680,002

0 59,351,203

102,450,002

54,711,859

什 器 備 品

4,289,169,915

退職給付引当金 4,639,344

当期増加額
目的使用

当期減少額

950,203,476

期末残高科　目

合　　計

92,770,000　三井住友FG証券

（792,899,284）

（644,083,140）

13,266,06015,653,482

682,142,856

87,796,786

792,899,284

建 物 付 属 設 備 1,919,888,940

機 械 装 置

3,490,982,348

（70,539,792 ）

（682,142,856）

2,339,220,170

2,497,019,820

（199,879,388）

（200,000,000）

2,387,422

1,575,740,293 763,479,877

3,597,873 802,127

当期末残高

（単位：円）

減価償却累計額

（366,463,140）

（863,439,076）（0）（1,616,323,750）

（200,000,000）

7,255,787 1

（2,260,406,890）合　　計

4,400,000

200,000,000

（934,180,894）

（単位：円）

（27,620,000）227,499,388

当期末残高
（うち指定正味財
 産からの充当額）

（うち一般正味財
 産からの充当額）

役員退職引当金

小　　計 993,962,528

6,454,214 4,734,375

934,180,894

（399,879,388）

（399,879,388）

建 物

566,463,140

（うち負債に対応
        する額）

小　　計

構 築 物

7,255,788

（0）

1,736,912,091 182,976,849

科　　目 取得価額

ソ フ ト ウ エ ア 2,194,335 557,2002,751,535

（863,439,076）

科　　目



７.借入金の明細

借入金の内訳並びに当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

※ 借入期間：8年9ケ月（2019年3月～2027年12月）、借入利率：年0.54％

８.賃貸等不動産に関する事項

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

40,800,000三菱UFJ銀行※ 39,070,000079,870,000

当期返済額期首残高 当期借入額

（注２）当期末の時価は、土地については主として固定資産税評価額に基づいて当法人で算定
　　　　した金額であり、建物については適正な帳簿価額である。

貸借対照表計上額 当期末の時価

990,264,952 22,069,317,342

　当法人では、東京都において、収益事業に使用するため賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有
している。なお、大阪府に所有していた賃貸用のオフィスビルは2024年11月に売却した。

期末残高借入先



１． 基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２.基本財産及び特定資産の増
減額及びその残高に記載のとおりである。

２． 引当金の明細

　引当金の明細は、財務諸表に対する注記６.引当金の明細に記載のとおりである。

附属明細書



（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１.経常増減の部
　　（1）経常収益
　　　基本財産運用益 6,526,312 1,178,661 5,347,651
　　　　　基本財産受取利息 6,526,312 1,178,661 5,347,651
　　　特定資産運用益 3,966,377 1,558,193 2,408,184
　　　　　特定資産受取利息 3,966,377 1,558,193 2,408,184
　　　事業収益 1,152,747,063 1,156,488,265 -3,741,202

　不動産賃貸事業収益 1,152,747,063 1,156,488,265 -3,741,202
　　　受取寄付金 0 0 0
　　　雑収益 3,941,267 6,738,781 -2,797,514
　　　　　受取利息 7,917 1,744 6,173
　　　　　雑収益 3,933,350 6,737,037 -2,803,687
　　経常収益計 1,167,181,019 1,165,963,900 1,217,119

　　（2）経常費用
　　　事業費
　　　　役員報酬 32,040,000 33,374,880 -1,334,880
　　　　給料手当 64,776,690 70,782,053 -6,005,363
　　　　臨時雇賃金 1,004,155 921,000 83,155
　　　　役員退職引当金繰入額 4,260,937 2,147,500 2,113,437
　　　　退職給付費用 4,399,771 6,381,527 -1,981,756
　　　　福利厚生費 16,356,552 17,633,607 -1,277,055
　　　　会議費 100,790 56,645 44,145
　　　　会場費 2,640,974 2,815,236 -174,262
　　　　旅費交通費 8,084,902 9,071,050 -986,148
　　　　通信運搬費 4,935,000 3,698,322 1,236,678
　　　　減価償却費 82,381,660 83,872,998 -1,491,338
　　　　消耗什器備品費 116,424 5,126,419 -5,009,995
　　　　消耗品費 1,708,654 2,031,742 -323,088
　　　　保守修繕費 46,540,722 17,225,256 29,315,466
　　　　長期前払費用償却 622,144 641,303 -19,159
　　　　印刷製本費 2,040,238 1,758,200 282,038
　　　　光熱水料費 129,913,883 123,104,798 6,809,085
　　　　賃借料 156,816 208,890 -52,074
　　　　保険料 8,914,510 1,500,670 7,413,840
　　　　諸謝金 1,952,294 2,165,588 -213,294
　　　　租税公課 225,427,797 220,059,764 5,368,033
　　　　支払奨学金 352,270,000 351,660,000 610,000
　　　　保守管理委託費 116,320,617 115,091,098 1,229,519
　　　　野外活動費 7,911,103 6,199,888 1,711,215
　　　　支払手数料 3,632,265 6,797,908 -3,165,643
　　　　新聞図書費 518,850 479,692 39,158
　　　　記念品費 62,020 103,756 -41,736
　　　　諸会費 58,000 58,000 0
　　　　渉外費 2,576,885 3,008,799 -431,914
　　　　支払利息 312,740 531,361 -218,621
　　　　雑費 1,859,343 383,857 1,475,486
　　　　期首棚卸高 449,493 177,355 272,138
　　　　期末棚卸高 -516,261 -577,799 61,538
　　事業費計 1,123,829,968 1,088,491,363 35,338,605
　　　管理費
　　　　役員報酬 3,560,000 3,708,320 -148,320
　　　　役員報酬（非常勤理事・評議員・監事） 1,817,599 3,606,990 -1,789,391
　　　　給料手当 4,572,427 5,111,186 -538,759
　　　　役員退職引当金繰入額 473,438 238,610 234,828
　　　　退職給付費用 239,573 533,347 -293,774
　　　　福利厚生費 1,225,471 1,372,583 -147,112
　　　　会議費 132,098 1,002,373 -870,275
　　　　旅費交通費 248,201 539,081 -290,880
　　　　通信運搬費 9,600 10,931 -1,331
　　　　減価償却費 326,838 285,165 41,673
　　　　消耗什器備品費 1,176 46,997 -45,821
　　　　消耗品費 10,649 14,346 -3,697
　　　　保守修繕費 126,491 87,669 38,822
　　　　長期前払費用償却 2,016 9,504 -7,488
　　　　光熱水料費 382,830 361,593 21,237
　　　　賃借料 1,584 2,110 -526
　　　　諸謝金 3,108,242 3,108,242 0
　　　　租税公課 607,769 596,558 11,211
　　　　保守管理委託費 330,959 326,978 3,981
　　　　支払手数料 3,703 4,248 -545
　　　　新聞図書費 0 58 -58
　　　　研修費 50,000 54,379 -4,379
　　　　渉外費 3,480,587 3,068,918 411,669
　　　　支払利息 847 1,438 -591
　　　　雑費 132 3,277 -3,145
　　管理費計 20,712,230 24,094,901 -3,382,671
　　　経常費用計 1,144,542,198 1,112,586,264 31,955,934
　　　評価損益等調整前当期経常増減額 22,638,821 53,377,636 -30,738,815
　　　基本財産評価損益等 0 0 0
　　　特定資産評価損益等 0 0 0
　　　投資有価証券評価損益等 0 0 0
　　　評価損益等計 0 0 0
　　当期経常増減額 22,638,821 53,377,636 -30,738,815

　２.経常外増減の部
　　（1）経常外収益
　　　　経常外収益(固定資産売却益) 0 61,777,458 -61,777,458
   　経常外収益計 0 61,777,458 -61,777,458
　　(２)経常外費用
　　　　経常外費用(固定資産売却損) 0 11,089,026 -11,089,026
　　　　雑損失(固定資産除却損) 0 340,115 -340,115
　   経常外費用計 0 11,429,141 -11,429,141
   　当期経常外増減額 0 50,348,317 -50,348,317
　   税引前当期一般正味財産増減額 22,638,821 103,725,953 -81,087,132
　　 法人税、住民税及び事業税 97,802,400 17,207,300 80,595,100
　   当期一般正味財産増減額 -75,163,579 86,518,653 -161,682,232
　   一般正味財産期首残高 3,298,774,278 3,212,255,625 86,518,653
　   一般正味財産期末残高 3,223,610,699 3,298,774,278 -75,163,579

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　　指定正味財産期首残高 399,879,388 399,879,388 0
　　　指定正味財産期末残高 399,879,388 399,879,388 0

Ⅲ　正味財産期末残高 3,623,490,087 3,698,653,666 -75,163,579

正 味 財 産 増 減 計 算 書　

2025年(令和7年）4月１日から2026年(令和8年）3月31日まで

増減科目 当年度 前年度



（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１.経常増減の部
　　（1）経常収益
　　　基本財産運用益 6,526,312 6,526,312
　　　　　基本財産受取利息 6,526,312 6,526,312
　　　特定資産運用益 140,054 3,826,323 3,966,377
　　　　　特定資産受取利息 140,054 3,826,323 3,966,377
　　　事業収益 1,152,747,063 1,152,747,063

　不動産賃貸事業収益 1,152,747,063 1,152,747,063
　　　受取寄付金 0 0
　　　雑収益 1,101,677 2,782,673 56,917 3,941,267
　　　　　受取利息 0 7,917 0 7,917
　　　　　雑収益 1,101,677 2,774,756 56,917 3,933,350
　　経常収益計 7,768,043 1,159,356,059 56,917 1,167,181,019

　　（2）経常費用
　　　事業費
　　　　役員報酬 28,480,000 3,560,000 32,040,000
　　　　給料手当 58,146,865 6,629,825 64,776,690
　　　　臨時雇賃金 1,004,155 1,004,155
　　　　役員退職引当金繰入額 3,787,499 473,438 4,260,937
　　　　退職給付費用 4,354,138 45,633 4,399,771
　　　　福利厚生費 14,740,637 1,615,915 16,356,552
　　　　会議費 100,790 100,790
　　　　会場費 2,640,974 2,640,974
　　　　旅費交通費 7,247,510 837,392 8,084,902
　　　　通信運搬費 4,718,760 216,240 4,935,000
　　　　減価償却費 6,209,570 76,172,090 82,381,660
　　　　消耗什器備品費 116,424 116,424
　　　　消耗品費 1,621,122 87,532 1,708,654
　　　　保守修繕費 5,841,156 40,699,566 46,540,722
　　　　長期前払費用償却 622,144 622,144
　　　　印刷製本費 2,040,238 2,040,238
　　　　光熱水料費 10,010,273 119,903,610 129,913,883
　　　　賃借料 156,816 156,816
　　　　保険料 8,914,510 8,914,510
　　　　諸謝金 1,952,294 1,952,294
　　　　租税公課 15,727,308 209,700,489 225,427,797
　　　　支払奨学金 352,270,000 352,270,000
　　　　保守管理委託費 8,653,968 107,666,649 116,320,617
　　　　野外活動費 7,911,103 7,911,103
　　　　支払手数料 766,762 2,865,503 3,632,265
　　　　新聞図書費 518,850 518,850
　　　　研修費 0
　　　　記念品費 62,020 62,020
　　　　諸会費 58,000 58,000
　　　　渉外費 1,897,164 679,721 2,576,885
　　　　支払利息 22,139 290,601 312,740
　　　　雑費 1,831,193 28,150 1,859,343
　　　　期首棚卸高 449,493 449,493
　　　　期末棚卸高 -516,261 -516,261
　　事業費計 543,385,104 580,444,864 0 1,123,829,968
　　　管理費
　　　　役員報酬 3,560,000 3,560,000
　　　　役員報酬（非常勤理事・評議員・監事） 1,817,599 1,817,599
　　　　給料手当 4,572,427 4,572,427
　　　　役員退職引当金繰入額 473,438 473,438
　　　　退職給付費用 239,573 239,573
　　　　福利厚生費 1,225,471 1,225,471
　　　　会議費 132,098 132,098
　　　　旅費交通費 248,201 248,201
　　　　通信運搬費 9,600 9,600
　　　　減価償却費 326,838 326,838
　　　　消耗什器備品費 1,176 1,176
　　　　消耗品費 10,649 10,649
　　　　保守修繕費 126,491 126,491
　　　　長期前払費用償却 2,016 2,016
　　　　光熱水料費 382,830 382,830
　　　　賃借料 1,584 1,584
　　　　諸謝金 3,108,242 3,108,242
　　　　租税公課 607,769 607,769
　　　　保守管理委託費 330,959 330,959
　　　　支払手数料 3,703 3,703
　　　　新聞図書費 0 0
　　　　研修費 50,000 50,000
　　　　渉外費 3,480,587 3,480,587
　　　　支払利息 847 847
　　　　雑費 132 132
　　管理費計 0 0 20,712,230 20,712,230
　　　経常費用計 543,385,104 580,444,864 20,712,230 1,144,542,198
　　　評価損益等調整前当期経常増減額 -535,617,061 578,911,195 -20,655,313 22,638,821
　　　基本財産評価損益等
　　　特定資産評価損益等
　　　投資有価証券評価損益等
　　　評価損益等計 0 0 0 0
　　当期経常増減額 -535,617,061 578,911,195 -20,655,313 22,638,821

　２.経常外増減の部
　　（1）経常外収益
　　　　経常外収益(土地受贈益振替額) -7,915,224 7,855,260 59,964 0
   　経常外収益計 -7,915,224 7,855,260 59,964 0
　　(２)経常外費用
　　　　経常外費用(固定資産売却損) 0 0 0 0
　　　　雑損失(固定資産除却損) 0 0 0 0
　   経常外費用計 0 0 0 0
   　当期経常外増減額 -7,915,224 7,855,260 59,964 0
　   他会計振替前当期一般正味財産増減額 -543,532,285 586,766,455 -20,595,349 22,638,821
     他会計振替額 547,558,261 -568,213,574 20,655,313 0
　   税引前当期一般正味財産増減額 4,025,976 18,552,881 59,964 22,638,821
　　 法人税、住民税及び事業税 97,802,400 97,802,400
　   当期一般正味財産増減額 4,025,976 -79,249,519 59,964 -75,163,579
　   一般正味財産期首残高 1,273,663,207 2,013,575,536 11,535,535 3,298,774,278
　   一般正味財産期末残高 1,277,689,183 1,934,326,017 11,595,499 3,223,610,699

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　一般正味財産への振替額 7,915,224 -7,855,260 -59,964 0
　　　当期指定正味財産増減額 7,915,224 -7,855,260 -59,964 0
　　　指定正味財産期首残高 206,196,261 193,083,489 599,638 399,879,388
　　　指定正味財産期末残高 214,111,485 185,228,229 539,674 399,879,388

Ⅲ　正味財産期末残高 1,491,800,668 2,119,554,246 12,135,173 3,623,490,087

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

2025年(令和7年）4月１日から2026年(令和8年）3月31日まで

科目 法人会計 合計公益目的事業会計 収益事業等会計


